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は じ め に
近年,多 くの企業 がア ウ トソーシ ングや戦略的 アウ トソー シングに対 して高 い関心 を寄 せて い
る。 「自前 の経営」 か ら 「持 たない経営や持 ち合い経営」[1]へ と,経 営戦略面 での関心 がシフ
トしているのであ る。 この ような流れの 中で,ア ウ トソースす るほ ど利益が単調 に増加す るとい
うリニアな関係 を想定 す る企業 や研 究者 が多 くな りつつあ る。 とりわ け,「 戦略 的ア ウ トソー シ
ング」が注 目され るよ うにな ってか らは,こ ういつた傾 向が顕著 であ る。
しか し,企 業活 動の調達戦 略(procurementstrategy)を考 え る際,上 記の アウ トソーシン
グの みな らず イ ンハウス ソー シ ングも重要な選択肢で あ り,企 業 に とって インハ ウスソー シング
とアウ トソー シングの どちらが有利であ るか は,と て も興味深 い問題 で ある。 もちろん,そ れ は
企業 によ って,対 象 とな る要素 によって,ま た状況 によって異 な るため,単 純な二者択一 的問題
でな いことは明 らかであ るが,企 業活動を 「巨視的 に捉え た場合 どちらが有利か?」 とい う立場
をとると,一 般的 な問題 とな る。
この問題 に対 して,文 部 科学省 学術 フ ロンテ ィア推進事 業 「先端 的 グローバ ル ・ビジネス と
ITマ ネ ジメ ン トーGlobale-SCMに関す る研究」,プ ロ ジェク トでは,積 極 的な研究 活動を展
開 してい る。 そ して,こ の プロジ ェク トの海外 コア ・メ ンバーで あ るKotabeとMol[2],[3]
は,イ ンハ ウスソー シングを選 択す るか アウ トソー シ ングを選択す るかの比率(こ れ を本研究で
は単 に 「選択 比率 」 と呼ぶ ことたす る)とROVA(rateofvalueadded)との間に曲線 的な関
係を見出 して いる。
これ まで,両 者 の関係 は主 と してROE(returnonequity)によ って捉 え られて お り,ア ウ
トソースす るほ ど有利 にな ると考え る傾 向が強 か った。 アウ トソースの比率 に対 してROEが 単
調 に増加す る とい う リニ アな関係で ある。 しか しKotabeとMolの 研 究 では,ROEの 替 わりに
ROVAを と ることによ り,ア ウ トソー スす るほ ど有 利 にな るわ けではな く,あ る比率でROVA
16『 明大商学論叢』第88巻 第3号(280)
が最大 にな るとい う,上 に凸の曲線が得 られて いる。
一方 ,筆 者[4],[5]は 上 記の よ うなKotabeとMolの 先行研 究を受 け,企 業 におけ る 「調 達
行動 の一因子情報路 モデル」 を提案 してい る。 これによ り,エ ン トロ ピーの視点 か らKotabeと
Molの 「上 に凸 の曲線」 を記述 している。 さ らに,選 択比率が既知 でROEが 未知 とい う,上 記
の 「調達 行動 の一 因子情報路 モデル」 の問題設定 とは逆 の場合の モデル と して 「調達行動 の逆一
因子情 報路 モデル」[6]を,ま#ス タティ ックな通常の一 因子情報路 モ デル を2期 間 もし くは2
時点 の選 択確 率推定問題 へ と拡 張 したモデル と して 「獲得情報量 を用 いた一 因子情報路 モデル」
[7]を 提 案 して いる。 これ らのモデル によ り,企 業 にお ける調達行動 の背後 に存在 す る無数 の要
因(因 子)に よる影響 を,エ ン トロピー最大化 とい う非常 にシ ンプル な基準 によ って記述 す ると
同時 に,経 営資 源の調 達戦略 に基 づ くROEの 最大化 行動 と意思決定者 の 自由勝手 な選択行動 の
両面 か ら,企 業全体 と してのイ ンハ ウスソー シ ングとア ウ トソー シ ングの選択比率 の問題 を取 り
扱 う,新 たなア プロー チの可能性 を示 唆 して いる。
本研究 は,こ うした企業 の調達 行動 に関す る筆者 の一 連の先行研究 を総合 的に報告 す るととも
に,「 獲得 情報量 を用 いた調達行動 の一 因子情報路 モデル」 を提案 す るもの であ る。そ こで,ま
ず アウ トソーシ.ングや戦略的 アウ トソー シングの動向 を概観 し,KotabeとMo1の 先行研究[2],
[3],[8]に 依拠 してア ウ トソー シ ングのパ フォーマ ンス,と りわけ利益率 との関係を整理 して
い くこ とにす る。次 に,筆 者 が これまで提案 してきた 「企業 にお ける調達行動 の一 因子情報路 モ
デル」[4],[5]お よび 「企業 における調達行動の逆一 因子情報路 モデル」[6]を 紹介 した上で,
本研究 のテーマで ある 「イ ンハ ウス ソー シ ングとア ウ トソー シングの選択 問題」 の領域 に,筆 者
[7]の 「獲得 情報量を用 いた一 因子情報路 モデル」 を適 用す ることによ り,新 たに 「獲得情報量
を用 いた調達 行動の一因子情報路 モデル」 を提案す る。 さらに,こ れ らの エ ン トロ ピー ・モデル
におけるエ ン トロ ピーの位置 づけ と役 割を検討 してい くことで,企 業外部者 のみな らず企業 内部
者 にと って さえ も把握が困難 な,イ ンハ ウスソー シングとア ウ トソー シ ングの選択比率 を,利 益
率(例 え ば,ROE)と エ ン トロピー によ って大局 的に捉 え る とい う新 たなア プローチの可能性
を示 唆する。
1.ア ウ トソー シ ング と戦略 的 ア ウ トソー シ ング
近年,企 業 に おいて 「アウ トソー シング」や 「戦 略的ア ウ トソー シ ング」 が クローズア ップ さ
れて いる ことは前述の通 りで あるが,ア ウ トソー シングの意味 について は,多 様 な捉 え方 がな さ
れて い る。 これ に関 して,島 田[1]は 「あ る組織 か ら外部組織 に対 して組織 の機能や サー ビス
の全 てまたは一部 を委託す る こと」 と して定義 してい る。
現在,ア ウ トソーシ ングが クローズ ア ップされてい る背景 には,バ ブル経済崩壊 後の不 況によ
る組織 のス リム化 ・コス ト競争 の激化,企 業間の コラボ レー シ ョンやパ ー トナ リングへの関心 の
高 ま り等の要 因があ る もの と考え られる。 フルセ ッ ト主義 の経 営資源 の所 有か ら,「 持 たない経
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営」 や 「持 ち合 い経営」への シフ トが進展 しているのであ る[1]。
このよ うな 「フルセ ッ ト主義」で ない経営 は,従 来 よ り日本 企業 において も 「外注」 という形
式 で広 く行わ れて きた。筆者[6]は,外 注 とアウ トソー シ ングの違 い と して,次 の3点 を指摘
している。
① 後者 は経営戦略 を強 く意識 しての行動 であ る。
② 後者 は当初,情 報 システム関連 の領域 を中心 に展開 されて きた。
③ 前者 が メー カーとサプライヤー との間の主従 関係に基礎 を置 いて いるのに対 して,後 者 は
対等な関係を前提 と してい るこ とが多 い。
上記 の点 か らもわかるよ うに,本 質的には両者 は同様 の企業行動で あると考 え ることができる。
これ に対 して,従 来 の 日本企業 におけ る外 注 とは一線を画す意味で,「 戦 略的 アウ トソーシ ング」
とい う表現が しば しば用 い られ るよ うにな った。 と りわ け,情 報 システム関連 の領域 にお いて こ
う した傾向が顕著 であ る。 この用語 は,経 営戦略を強 く意識 しての行動 であ ることを強調 す るも
のであ り,激 しい企業 間競争 に勝ちぬ くための経営戦略の一環 としてア ウ トソー シングを位置づ
けようとす る立場 を明確 に表 してい る。
本研究で は,特 に 「戦 略的ア ウ トソー シ ング」 なる用語 に統一 して議論 を進め るわ けで はない
が,こ れ と同様 に 「経 営戦 略」 を強 く意 識 した立場か ら,ア ウ トソー シングの問題,さ らにはイ
ンハ ウスラー シングの問題 を論 じて い くことにす る。
2.ア ウ トソー シ ング に関 す る先行 研究
企業 間のパ ー トナ リングや コラボ レーシ ョンへ の関心 の高ま りを背景 に,ア ウ トソーシ ングに
関す る研究 が活発 に展開 されて いる。我 々の学術 フロンテ ィア研究 プロジェク トの海外 コア ・メ
ンバーで あ るKotabeとMolは,こ う した多 くの アウ トソー シング研究 を体 系的 に整理 して い
る。 ここでは,Mol&Kotabe[3]の分類 に基づ き,こ れ までに行わ れた主要 なア ウ トソーシ
ング研究 を整 理 して お くことに しよ う。
米 国企 業は,ア ウ トソー シングを重要 な経 営戦 略 として位置づ け,さ まざまな側面 で これを活
用 して いる。 この20年 余 りの間に,ア ウ トソー シングは多 くの米国企業 に浸透 して い ったので
あ る[3]。 日本企 業で も,1990年 代以 降の強 い米 国企業 に学 ぼ うと,ア ウ トソー シングあるい
は戦 略的 アウ トソー シングに高 い関心 を寄 せてい る。
そのため,こ れ までのアウ トソー シング研 究は,ど ち らか とい うと,そ の有効性 に焦点を当て
る傾 向が強か った。 とりわけ,情 報 システ ム(IS)研 究 においては,こ うした傾 向が顕著 である
(例 えば,島 田[1],Huber[9],武田[10])。 一 方で,ア ウ トソニシ ングの有効性 に偏 った議
論 に対 して批判 的な研 究 も少なか らず存在す る。すな わち,ア ウ トソー シングを,批 判的な立場
か ら,あ るいは肯 定的な立 場 と批判的な立場の両面か ら論 じよ うとす るのであ る。
Mol&Kotabe[3]は,アウ トソー シングに肯 定的 な立場(正 の側 面)と 批 判的 な立 場 ・(負
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の側面)の それぞれ に対 して5つ の視 点を提示 した上 で,以 下のよ うに,ア ウ トソー シングに関
す る主要 な先行 研究を計10の カテ ゴ リーに分類 して いる。
① 肯定 的な立場(正 の側面)
企業活動 のア ウ トソー シングと収益性 の間に生 じる正 の関係,と りわけ リニアな正の関係を捉
え るべ く,ア ウ トソー シングに対す るさまざまな視点か らの議論 が展 開 されてい る。最近の議論
の傾 向は,外 部 のサプライヤーか らの調達 が企業 に多 くの利点 を もた らす とい うところにあ り,
KotabeとMolは,
1)戦 略的視点 ・資産 の減 少:Domberger[ll]
2)補 完的機能 ・製造 コス ト低減:Quinn[12],Hendry[13],Monczka&Tent[14],Kotabe[2]
3)戦 略的柔軟性:Nooteboom[15],Semlinger[16],Nishiguchi[17]
4)間 接 ・調 整 コス ト回避:D'Aveni&Ravenscraft[18],Domberger[11],Alchain&
Demsetz[19],Jensen&Meckling[20]
5)関 係性 レ ソ ト:Dyer&Singh[21],Dyer&Nobeoka[22]
の5つ の視点 に分類 して いる。 ただ し,こ れ らは完 全に独立 した視点では な く,相 互 に深 い関連
性を持 ってお り,多 くの先行研究 がこれ らの視 点を組み合 わせなが ら,ア ウ トソー シ ングの優位
性 の議論 を展 開 してい る点 に注意 を要 する。
② 批判的 な立場(負 の側面)
前 述の よ うに,ア ウ トソー シングの優位性 に焦点 を当てた議論 が どちらか といえば支配的で あ
る中,ア ウ トソー シングを批 判的 に捉え,、その問題点や課題 を指摘す る研 究 も展開 されてい る。
と りわ け,KotabeとMol[2],[3]は,これ まで のア ウ トソー シング研究 が肯定 的 に位置 づ け
てい る 「垂直統合」 に対 して負の側面 を指摘 した上 で,ア ウ トソー シングの問題 点 と限界を下記
の5つ の視点か ら論 じて いる。
1)企 業 活 動 間 の イ ンタ ー フ ェイ ス ・規 模 の経 済:D'Aveni&Ravenscraft[18〕,Porter
[23],Kotabe[2],[24]
2)企 業活動の空洞化;Bettis,Bradley&Hamel[25],Kotabe[2],Chesbrough&Teece[26]
3)機 会主 義的行動:Williamson[27],Masten[28],Kotabe[2]
4)取 引およ び調整 コス トの上昇:Hendry[13],Dyer,Cho&Chu[29]
5)学 習 とイ ノベー シ ョンの限界:Hendry[13],Nooteboom[15],Kotabe[2]
KotabeとMolの 指摘す るように,ア ウ トソー シングの効 果あ るい は利点1こ関 しての議論 は単
純な ものではな く,正 負の両面か らの多元 的な検討 が必 要であ る。本研究で は,こ うした多元 的
な検討 をできる限 り簡 潔 に行 うために筆者 が提案 してい る一連 のエ ン トロ ピー ・モデル(企 業 に
お ける調 達行動 の一 因子 情報路 モデル[4],[5]と 調達行動 の逆 一因子情報路 モデル[6],お よ
び獲得情 報量 を用いた一 因子 情報路 モデル[7])を 紹介 し,「 獲 得情報量 を用 いた調達 行動の一
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因子情報路 モデル」を提案 した上 で,こ れ らに共通 したエ ン トロピーの役割 につ いて論 じてい く
ことにす る。
3.ア ウ トソー シ ング と利 益率 の関係
戦 略的ア ウ トソー シ ングが注 目され るようにな ってか らは,前 述の ように,多 くの企業 が 「持
たない経営」 や 「持 ち合 い経営」 を志 向す るよ うにな り,コ ア ・コンビタンスの 中に位置 づけ ら
れる業務以外 は積極 的 にアウ トソースすべ きとす る考 え方 が しだいに支配的 とな って いった。 こ
のよ うな アウ トソー ス重視 の経営戦 略 ・調達戦 略が,1990年 代以 降の米 国企 業の復 活を支え る
一要 因 とな った と考 え る傾向が強 くな って いったのである。 それに ともない現在,多 くの 日本企
業が,強 い米 国企業 に学 ぼ うと戦 略的 アウ トソー シングに高 い関心 を寄せてい る。
確 かに,先 の見通 しが不透明 な現在 の企 業環境 では,「 フルセ ッ ト主義 の経 営」 はあま りにも
リスクが大 きい。 アウ トソースすれ ばす るほど,企 業は身軽 な立場 になれるか らである。 そこで,
多 くの企業 がアウ トソー シングに メ リッ トを感 じ,利 益 に対 して単調増加 の リニアな関係 を想定
す るよ うにな ってい ったのではないか と思 われ る。
しか しなが ら,Mol&Kotabe[3]によれば,ア ウ トソー シ ングはROEに 対 して リニ.アな優
位性を持つ が,ROVAに 対 しては上 に凸の関係を持つ とされる。すなわち,ROVAは アウ トソー
スす るほど直線的 に増大 してい くわけではな く,ア ウ トソーシ ング とイ ンハウス ソー シングを う
ま くバ ラ ンスさせ たときに最大 となるのであ る。
ROEで あれば,自 己資本 を小 さ くす る ことが直接,利 益率 を高 め ることにな るた め,確 かに
ア ウ トソー シ ングが有利 である。 しか し,そ れは高水準の利益 を生み 出す こ とによ り達成 された
とい うよ りも,単 に身 軽 になる ことによ り生 じた結果 であ る。ROVAを 用 いたMol&Kotabe
[3]の 指摘 は,上 記の ような アウ トソー シングの過大評価 に歯止 めをか けるものと して注 目に値
す る。
こう した アウ トソー シング と利益率 の関係を定量 的に捉 えるために,Mo1&Kotabe[3]は,
説 明変 数x,～ ∫6を 下記 のよ うに設定 し,こ れ らと被説 明変 数y(ROVA)と の関係 を(1)式 の
よ うに定式 化 してい る。 ただ し,Gは 定数項,ε は残差,b.は 偏 回帰係数 であ る。 ま た,b;は ∫62
の偏 回帰係 数であ る。
x,:FIRMSIZE,エ2:EXPORTRATIO,x,:UNCERTAINTY,
x4:PRODUCTIVITY,∫6:GROWTHRATE,τ6:0UTSOURCING
　
y=α+Σ δヂ銑+b;・ ぼ62+ε(1)
f=1
(1)式 において,パ ラメータQとb,～b;の 最小二乗解 は通常の重 回帰分析 によ って簡単 に推
定す ることがで きる。一 方,Mol&Kotabe[3]は,yを τ6で 偏微分 して0と お くことに より,
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ROVAを 最大化する%の 頂点の座標を推定 している。
藷 一・・伽 ・一・.(・)
τ6=一 わ6/2b,(3)
しか しなが ら,こ のモ デルで は,ア ウ トソー シ ングに対す る重 みが,一 次項(δ6)と 二 次項'
(b,)に 分離 しているため,二 次 曲線 自体 の重みを簡潔な形式で得 ることはできない。
そ こで,筆 者[30]はROVAを 最大 化す る τ6の 頂点の座標 をパ ラメータc,(xs-c)2の 係数
をdと し,(4)式 のよ うなモデルを設定 して いる。
う
y=A十 Σ δドτ汁4(∫6-c)2十 ε(4)
ゴ=1
(4)式 におけ る右辺第3項 のQ(ぼ6-c)2を 展開 し,
d=b.,一2dl・c=b,,A十d。c2=α(5)
と置 けば,(4)式 のモデルは(1)式 と一致す る。 そ こで,(1)式 の重回帰分析 によってパ ラメー
タ α とb,～b,の 最小二乗解 を推 定 し,推 定 したb,の 値 をdと すれば,
c=一 ∂6/2d=一 δ6/2b;(6) .
A=α 一d・c2=G一 δ62/4b,(7)
に よ り,(1)式 のパ ラメー タの最小二 乗解 を推定 す るこ とがで きると同時に,ROVAを 最大化
す るOUTSOURCINGの頂 点の座標を,重 回帰分析 の枠組 みの中で知 ることがで きる。
Mol&Kotabe[3]の分析結果 を筆者の モデル に入力 して得 られたパ ラメー タの推定値 は,下
記 の通 りであ る。
重 みd=b.=一 〇.035'(5)式 よ り
頂点c=一 δ6/2b.=2.786(6)式 よ り
定数A=G-b2s/4b;=59.314(7)式 よ り
これ らの結果 は,筆 者[30]の モデルが,線 形回 帰分 析 とい うシ ンプルな枠 組み の中で二次 曲
線 のパ ラメー タを推定す るこ とを可 能にす るとい う特徴を示 している。 また,こ のモデルか ら得
られた,ア ウ トソー シングとROVAの 間の二次曲線 の重 みを見 ると,符 号 が負(d=一(.035)
であ る ことか ら1こ の曲線 が上 に 凸で あ ることが わか る。 これ は,当 然 の結 果 と もいえ るが,
Mol&Kotabe[3]の指摘す るnegativecurvilinearrelationshipと整合的 である。
一 方,二 次 曲線の頂点 のア ウ トソー シング比率cは2.786%で あ り,約3%～100%の 広 い範囲
でア ウ トソー シ ング比率 の増 加がROVAを 減少 させる とい う興味深 い結 果が得 られ てい る。 こ
れは,ア ウ トソー シングに対 して批判 的な立場の先 行研 究を支持 する もの である。 この推定値 は,
あ くまで もMol&Kotabeの 調 査 デー タに基 づ く結果 であ り,普 遍 的な関係 を導 くため にはさ
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らに多 くのデー タに基づ く実証分析 とそれ に対 する注意深 い検討 が必要 ではあ るが,ア ウ トソー
シングの優位性のみが注 目されが ちであった 「企業 の調達戦 略」 に対 して,警 告を発す る一つの
典型的な事例 と して位置づ けることができるであろ う。
4.企 業 における 「調達行動の一因子情報路モデル」
企業の調達戦略 におけるイ ンハ ウス ソー シングとア ウ トソー シングの優位性比較 の問題 に対 し
て,ア ウ トソー シングの優位性 を主張 する傾 向が(も ち ろん,ア ウ トソー シ ングに対 して批判的
な先行研究 も少 なか らず存在す るが)し だいに強ま りつつあ ることは前述の通 りで ある。 しか し
なが ら,こ れは巨視 的な見方 であ って,実 際に は企業に よって も,調 達の対象 となる要素 によ っ
て も,そ の ときの状況 によ って も異 な るため,単 純な二者択一的問題で はな いこ とは明 らかであ
る[5]。
また,こ れ らの優位性 の源泉 とな る要因は複雑 に絡み合 ってい るた め,個 々の要素 の積 み上 げ
によ って,そ の優位性が単純 に決 まるとい う性格 の もので はな い。 例え ば,部 品Aの みで考 え
ればア ウ トソース した方 が安 くで き るが,部 品Aと 同 じ生産設備 を利用 す る部 品Bと 合 わせて
生 産すれ ばイ ンハ ウス ソー シングの方 が有利 であ る場合 もあ りうる し,部 品Cの 生 産 コス トは
イ ンハ ウス ソー シ ングの方が低 いが,そ の生 産 ライ ンが満杯で部 品Cを 生産 す るため には新 た
な投 資が必要 とな る場合 も考え られ る。
したが って,個 々の要素の コス トあるいは利益率 の比較 か らみた選択比率 の積み上げ と,企 業
全体 と しての実際の選択比率 との間 には,多 くの場合 「ず れ」 を生 じる。 この 「ずれ」 は,上 記
の ような要因の他 に も,サ プライ ヤー との事前 の ロッ ト契約,複 数購 買によ る リスク回避 および
競争 関係の維持,イ ンハ ウスソー シングによる新 しい生産技術 の蓄積,さ らには購買担 当者の気
ま ぐれ等,非 常 に多 くの要因が複雑 に絡 み合 って生 じる。
企業 がイ ンハ ウスソース(2=1)す るか,ア ウ トソー スG=2)す るかの選 択対象 とな る要
素 ブ(7=1,2,…,y)に 対 す る選択 比率 を 鳶 とすれ ば,要 素数yは 一 般 にかな り大 きい数 とな
る。 また,こ れ らの要素をす べてイ ンハ ウスソース した場 合 とアウ トソース した場合 の利益率
(例 えばROE)をy,そ の逆数 をe;と すれば,e,は 値 が小 さいほ ど高 い評価 とな る。
e;=1/r(8)
ここで,も し選択対象 となる要素nが1で あれば,利 益率に関して有利な選択は明 らかに,
1=1,p:=0(θ1<ε2の と き)修 (9)1=0,P;=1(θ1>e2のとき)
であ る。たtし,こ れはあ くまで もn=1の 場合 であ って,n≧2の 場合 は要素 ゴごとの利益率
にバ ラツキが生 じるため,ε1ゴと ε2ゴの優位性 が逆転 す ることが十分 に考え られ る。 この よ うな場
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合,優 位性 が逆転 して いる要素 につ いては,選 択比率 ρ1デとρ2ノの大小 関係 が逆転す ることが予想
される。 これによ り,選 択比率 はp=Oor1,ρ2=Oor1の みな らず,0≦p,≦1,0≦ ρ2≦1
となる。
したが って,本 来 は利益率(例 えばROE)を 個 々の要素 ブに分 解 して把握 しな い限 り,実 際
の選択年率 を推定す ることはできない。 しか しなが ら,す べ ての要素 ゴにつ いてイ ンハ ウス ソー
ス した場 合 とア ウ トソー ス した場合 の利益 率(傷)を 把握す る ことは企業外部者 に と って不可 能
であ る。企業外部者 だけではな く,企 業内部者 にと って もイ ンハ ウス ソー シングとア ウ トソー シ
ングの選 択対象 とな る複雑 な構成要素 すべ てにつ いて ㌃ を把 握す ることは実際 問題 と して困難
であ る。 なぜ な ら,現 在 イ ンハウス ソー ス して いる要素 につ いて は,も しアウ トソース した場合
に利益率 が どのよ うになるかを完全 に知 ることはで きないか らで ある。 また,そ の逆 の場合 も同
様 であ る。
これは,実 際 の企業活動 においてア ウ トソー シングを選 択す るかイ ンハ ウスソー シングを選択
す るかの 「証 拠」 が,我 々企業外部者 は もちろんの こと,企 業内部者 にとって も不十分 であるこ
とを意味 す る。 このよ うに与え られ た証拠 のみでは本 来は結論 が得 られない ような問題 に対す る
推論 は 「拡大 推論」[31]と 呼 ばれ る。
筆者[32]は,拡 大推論 を展 開 して い く際,「 最 大エ ン トロ ピー原理 」が我 々 に一つ の重要 な
手 がか りを与 え ることを指摘 して いる。 この原理 は,拡 大推論 におけ る一般 原理 を確率論的に展
開 した ものであ り,我 々が不十 分な証拠か ら確率分布 を推定 しよ うとする場 合,そ の証拠が 「不
十分 」で ある ことを 「十分」 に認識 す るために,そ の証拠 に従 ったすべての確率分布 の中か ら最
大 の不確実 さ(エ ン トロピー)を 持つ分布 を選択 しようとす る ものである。一 因子情報路 モデル
[33],逆 一 因子情報路 モ デル[33],多 因子情報路 モデル[33],Herniter[34]のモデル等,一
連 のエ ン トロ ピー ・モデルの多 くは この 「最大エ ン トロ ピー原理」 に基礎 を置 いている。
筆者[4]は,企 業 の調 達行動 に対す る複雑 な要 因の影響 をエ ン トロ ピー によ り巨視的 かつ 簡
潔 な形式 で捉 え,イ ンハ ウス ソー シングとア ウ トソー シングの選択比率 を推定す る問題 を 「拡 大
推論」 と して位 置づけ ることによ り,一 因子情報路 モデル[33]の 枠組 みに沿 って次 の2つ の仮
説を設定 して いる。
① 企 業 はイ ンハウ スソー シング とアウ トソー シング を選択 す るに当た り,(個 々の要素 ごと
でな く)全 体 としての利 益率(例 えばROE)を で きるだ け大 き くした い(言 い換えればe;
をP,で 重 みづ けした和(利 益率の逆数 の荷重平均)を 小 さくしたい)
② 企業 はイ ンハウ スソー シングとアウ トソーシ ングを選択 する に当た り,何 の制約 もなく各
自の 自由意思 によ って,で きるだ け自由勝手 な選択 を したい。
さ らに,① の仮説を(10)式 の平均特 性値Rに よ って,② の仮 説 を(11)式 の エ ン トロ ピーE
に よ って それ ぞれ捉え,E/Rの 最 大化問題 と して,ラ グランジ ュの未定乗数 λを用 いて(12)
式 の ように定式 化 してい る。
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R=p,・e,+ρ2・ θ2(10)
E=一P,logp,一 ρ2・109ρ2(ll)
φ一E/R一 λ(ρ1+ρ2-1)→max(12)
(12)式 はp;に 関 して上 に凸であ るため,一 因子情報路 モデルに従 ってRをp;で 偏微分 して0
とおき,式 を整理 す ることによ り,
p.=ω 一θゴ.(13)
が得 られ る。 ここに,w=exp[λ]で あ り,e,とe.(一 般 的に はe)は,そ れぞれ イ ンハ ウス
ソー シングとアウ トソー シングの利益率 の逆数で ある。 さ らに,選 択比率 の和 が1で あ ることを
利用 して,
w-e十u-e;=1(14)
を満 たすwを 数値的 に求 め,そ れを(13)式 に代入す る ことによ り,(12)式 を満足 す る一 因子情
報路 モデルの解 ρ`を求 め ることがで きる。
筆者[4]は,こ のモデルの簡単な数値例 と して,rと 乃の比 を,
A)3:1,B)、2:1,C)1:1,D)1:2,E)1:3
に設定 し,そ れぞ れの場 合 の選択 比率Aを 推定 してい る。 それ らの結果 を図示す る と,図1の
よ うにな る。 これ らの 曲線 は,Mol&Kotabe[3]の先行 研究か ら得 られたROVA'の 曲線 と整
合 的であ る。
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5.企 業 における 「調達行動の逆一因子情報路モデル」
ここまで述 べてきたKotabeとMol[2],[3],〔8]や筆者[4],[5],[30],[32]の先行研究 は,
アウ トソー シ ング比率 と利益率 の関係 に対 して新た な視点 を与 え るものであ るが,実 際問題 と し
て我 々が企業の調達戦略 にアプ ローチ しょ うとする際,イ ンハ ウスソー シングとア ウ トソーシ ン
グの選択比p.の 実績 を知 ることは可 能で あ った として も,両 者 の いず れかですべ ての調 達 を
行 った場合 の利益率(ROE,ROVA等)を 知 ることは難 しい。 なぜな ら,現 在イ ンハ ウスソー
ス してい る要素 についてアウ トソース した場合の利益率 を正確 に知 ることは,実 際 にそれが行 わ
れ ていな いために非常 に困難 であ り,ま た逆の場合(現 在 ア ウ トソー ス して いる要素 につ いて イ
ンハ ウスソース した場合)も これ と同様であ る。「
そ こで筆 者[6]は,把 握(測 定)が 困難 なyを,実 際 の調達 比率か ら推定 す る とい う,こ れ
まで とは逆 のア プローチを試 みて いる。つ まり,通 常 の一因子情報路 モデルの問題設定 とは逆 に,
選択 比率P,が 既知 で,r(す べ ての要素 を インハウ スソー ス した場合 とア ウ トソー ス した場合 の
利 益率)が 未知の 問題 を取 り扱 うの であ る。 これ は,基 本 的 に 「逆 一因子情 報路 モデル」[33]
の問題 と して位 置づけ られる。
逆 一因子情報 路モデルでは,通 常の一因子情報路 モデル と同様 に,選 択対象(イ ンハ ウスソー
シングとス ウ トソー シング)に 対す る満足感 と自由勝手な選択行動の両面 を考慮す るために,ま
ず 前述 の仮説① と②を設定 す ることにな る。 その上 で,そ れ ぞれの仮説 を平均特性値hと エ ン
トロ ピーEに よ り捉え,E/Rの 最大化問題 を考え ることにな る。
この とき,通 常 の一 因子情報 路 モデルの議論 によ り,Aとrの 間 に(13)式 が成立 す るこ とが
わか ってい る。 そこで,eと θ2の比 をとれば,
e,/e.=logp/logρ2(15)
さ ら に,r,とr.,は そ れ ぞ れe,と θ2の 逆 数 で あ る た め,
符/7を=logpz/logP,(16)
となる。逆一因子情報路モデルの場合,(16)式 における右辺の選択比率 ρ`は既知であるため,
すべての要素をインハウスソース した場合とアウ トソースした場合の利益率(例 えばROE)r,
の比を推定することができる。ただし,こ れだけでは利益率の 「比のみ」の推定となるが,そ れ
らの間の比は重要な情報となる。 さらに踏み込んだ議論をすれば,逆 一因子情報路モデルの対象
となる特性値の尺度水準は比尺度であり,こ の比尺度は相似変換に関 して許容可能であるため,
実質的には比のみが意味を持つことになる。その ような比尺度の持つ 自由度(degreeoffree-
dom)を 考慮すれば,逆 一因子情報路モデルから得 られる各選択対象の特性値の比は十分に意
味のある情報であるといえよう。
(289)イ ンハウスソーシングとアウ トソーシングのエントロピー ・モデルに関する研究25
筆者[6]は,こ のモデルの簡単な数値例 と してρ1と ρ2の 比 を,
A)5:1,B)4:1,C)3:1,1))2:1,E)1:1
に設定 し,(16)式 を用 いて ろ/yを 推定 してい る。 この結 果を表 にま とめ ると,表1の よ うにな
る。
表1企 業における 「調達行動の逆一因子情報路モデル」の数値例
case ρ1 Ps P/ρ2 符/ち
A 0,833 0,167 5 9,827
B 0,800 0,200 4 7,213
C 0.75C 0,250 3 4,819
D 0,667 0,333 2 2,710
E 0,500 0,500 1 1,000
表1の 結果を見ると,推 定されたROEの 比は選択比率の比よりも大き くなっていることがわ
かる。 これは,本 研究のモデルが仮説① の利益率(ROE)の みな らず,仮 説②の自由勝手な
(エ ントロピーの大きい)選 択行動を加味 していることによるものであると考えられる。
前述のように,イ ンハウスソーシングとアウ トソーシングの選択行動を規定する要因は複雑に
絡み合っているため,利 益率以外にも無数の要因の影響を受けているものと思われる。そういっ
た意味で,上 記のモデルは,利 益率以外の無数の要因によって選択比率がエ ントロピー増大の方
向へと流され易い現実を記述 しており,企 業における実際の調達行動を簡潔な形式で模写するモ
デルとして位置づけられよう。
6.「 獲得情報量を用いた調達行動の一因子情報路 モデル」 の提案
6.1問 題 の定式化
従来の 「一因子情報路モデル」は,あ る1期 間,あ るいは1時 点での人間や組織の選択行動に
焦点を当てた 「静的」なモデルであったが,筆 者[7]は これを2期 間 もしくは2時 点の選択確
率推定問題へと拡張すべ く 「獲得情報量を用いた一因子情報路モデル」を提案 している。 このモ
デルは,離 散型の2つ の確率分布に対して,そ れらの間の乖離の大きさを,獲 得情報量(乖 離度;
KL(Kullback・Leibler)情 報量[35])に より定量的に捉えたモデルである。筆者[7]の 先行研
究では,マ ーケティングにおける銘柄選択行動という問題設定の中でこのモデルを提案 している
が,こ こでは本研究のテーマである 「インハウスソーシングとアウ トソーシングの選択問題」に
これを適用することにより,企 業の調達行動モデルとして位置づけ直すことにするO筆 者の 「獲
得情報量を用いた一因子情報路モデル」を企業の調達行動モデルへと拡張することにより,本 研
究において 「獲得情報量を用いた調達行動の一因子情報路モデル」を提案するのである。
ある2期 間もしくは2時 点に焦点を当てた場合,企 業は値上げ ・値下げ額(イ ンハウスソーシ
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ングの場合 には コス トア ップ ・コス トダウ ン額)に 注 目 しなが らも(最 も重要 な要因の一つ であ
るが),こ れ まで の実績や評価 に沿 った調 達行動を とろ うとす ることが予想 され る。本研究 では,
このよ うな考 え方 に立脚 しなが ら,現 在の きび しい コス トダウ ン要求 やデ フ レー シ ョンの状況 を
ふまえ,平 均特 性値(平 均値上 げ額)L〈0の 範囲で通 常の一因子情報路 モデル における分子 の
エ ン トロ ピーを,獲 得情報量(乖 離度)に 置 き換え たモデルを考 え ることにす る。 それ は,も し
イ ンハ ウス ソー シ ングであれ ばコス トダウ ンが,ア ウ トソー シングであれば値下 げが実現 した場
合,そ の調達 比率が増加 し,L<0と な るか らであ る。 したが って,本 研 究の モデルは 「コス ト
ダ ウ ン下 ・デ フ レ下の調達行動 モデル」 とで も呼ぶ べき ものであ.る。
これ によ り,通 常の一因子情報路 モデルにおける二つ の仮説 は次 の ように書 き換 え られ る。
① 企 業 は,で きるだ け コス トア ップ額 ・値上 げ額 ∫,の 小 さい(コ ス トダ ウン額 ・値下 げ額
の大 きい)調 達を したい
② 企業 は,こ れまでの実績や評価 にできるだけ沿 った(獲 得情報 量 ・乖離度 をなるべ く小 さ
くするよ うな)調 達を した い
② は,「 最 小エ ン トロピー原 理」[31]に 立脚 した仮説 であ り,4節 と5節 で述べ た通常 の一 因
子情報路 モデル や逆一 因子情報路 モデルが 「最 大エ ン トロピー原理」 に依拠 したモデルである こ
ととの対 比にお いて特徴的で ある。 それ と同時に,② の仮説 は調達行動 における企 業の保守 性を
表 してお り,カ タス トロフ ィー理論 にお ける 「遅れの規 約」 に相 当す る ものであ る。
そこで,コ ス トア ップ ・コス トダ ウン,あ るいは値上 げ ・値下 げ実施前 のイ ンハ ウス ソー シン
グ とア ウ トソー シングの選択 比率(こ れを 「事前調 達比率」 と呼ぶ ことにす る)を σ`,実 施後の
選択 比率(こ れを 「事後調 達比率」 と呼ぶ ことにす る)をP,,ま た値上 げ額 をs,(値 下 げの場
合 はx;<0)で 表す こ とに し,な るべ く値下 げ(コ ス トダ ウ ン)額 を大 き くす るような調 達行
動 をモデル化す ることを考 え ることにす る。
まず,① の仮 説を(17)式 の平均特性値L(値 下げ額の平均)に よ って,② の仮説 を(18)式 の獲
得情 報量(乖 離 度)Kに よ って捉え,(12)式 の分子 のエ ン トロピーEを(19)式 の よ うに獲得情
報量Kに 置 き換 えることにす る。
L=」 ρ1・x,十1)2・x;(17)
K;一p・109(p./4i)一 ρ2・lo9(ρ2/(12)(18)
獲 得 情 報 量K/平 均 特 性 値L→max(19)
こ こでは 「コス トダ ウ ン下 ・デ フ レ下 の調 達行 動 モデ ル」 とい う意 味 か ら,前 述 のよ うに
L〈0の 範囲 で,(19)式 の平 均特性値Lを な るべ く小 さ く,獲 得情報量Kを 小 さ くす るため に,
ラグラ ンジ ュの未定乗数 λを用 いて,(20)式 のよ うに定式化 す る。 た だ し,常 にK≧0で あ る
た めL〈0の 範 囲では,Lが 小 さい(値 下 げ額が大 きい)ほ どRは 大 き く,Kが 小 さいほ どR
が大 き くな る点 に注意を要す る。
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φ 一K/L-a(ρ1十pz-1)→max(20)
6.2パ ラメータの推定方法
ここでの課題は,L〈0の 範囲で φを最大化する調達比率を推定することにある。(20)式 が
極大値を持つ場合,φ の極大値はこの式をP;で 偏微分 して0と おいた方程式を満足する(た だ
し,極 大値を持つとは限らない一 この点 に関 しては今後の課題としたい)。 そこで φをp.で
偏微分して0と お く。
謬 一(logp;+'一logq,LZ)L-K'x一・ 一 ・'(21)
(21)式 の両辺にLを か け,式 を整理す ることによ り,
lo91)`十1-lo9(7f-K・x,/L一 λZ,=0(22)
となる。(22)式 は全部でn本 得 られるので,そ れぞれにp,を かけ,そ れ らを足 しこむことにより,
a=1/L(23)
が得 られる。 この(23)式 を(22)式 に代入 し,式 を整理す る ことによ り,
p,=4:。W皿 ∫`(24)
ただ し,W=ex/c
が得 られる。 さ らに,調 達比率の和が1で あ ることを利用 して,
4i。W一 エ1一ト4z・レレr一=a=1(25)
を満 たすWを 数値 的に求め,そ れを(24)式 に代入す る ことによ り,(20)式 を満足す る選 択確率
P,を 求 める ことがで きる。(24)式 は(13)式 に対 して事前確 率9」 で重 みづけ した解 となってお り,
通常の一因子情報路 モデルの解 の 自然な拡張形 とな って いるこ とがわか る。 これ によ り,「 静的」
な モデルであ った筆者 ら[4],[5]の 「企業 にお ける調達行動 の一因子情報路 モ デル」 を,簡 潔
な形式で2時 点 の 「動 的」 なモデルへ と拡張す ることが可能 となるのである。
6.3簡 単 な数 値例 によ る実証分析
ここでは,本 研究 の提案 モデルに関 して,簡 単な数値例 による実証分析 を試 み ることにす る。
そ こで,事 前調 達比9;,事 前価格 靴,事 後価格g2`(イ ンハ ウスソー シングの場合 は事前 コス
ト・事 後 コス ト)は 既知 である とい う条件 の もとで,提 案 モデル によ り表2のA～Eの5つ の場
合 について イ ンハ ウス ソー シング とアウ トソー シングの事後調達比率 を推定 し,通 常 の一 因子情
報路 モデルに よ り推定 した事後調達 比率 と比較 す る(分 析i)。 また,ア ウ トソー シ ングの対象
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表2分 析1の 数値例とその結果
事前価格 事後価格 値上げ額 事前比率 事後比P; 平均値上げ額
case 1/0
21i 之2f x. 4, 提案モデル 通常モデル 提案モデル通常モデル
in 100 110 10 0.6 0.4000 0.5000 一2.000 0,000
A
out「 120 110 一10 0.4 0.6000 0.500C
in 100 120 20 0.5 0.1910 0.450E一4.271 3,504
B
out 100 90 一10 0.5 0.8090 0.5497
in 100 150 50 0.6 0.0063 0.4123 一9.619 14,739
C
out 100 90 一10 0.4 0.9937 0.5877
in 120 150 30 0.5 0.3053 0.3926 一4。735 一 〇.369
D
out 100 80 一2C 0.5 0.6947 0.6074
in 100 110 10 0.8 0.6951 0.5151 一2.196 一9.397
E
out 150 120 一3C 0.2 0.3049 0.4849
表3分 析2の 数値例とその結果
事前価格 事後価格 値上げ額 事前比率 事後比A;
業 者
Ziゴ Z2f ∫ご σゴ 提案モデル 通常モデル
A 100 120 20 0.3 0.0507 0.1536
B 100 90 一10 0.15 0.3649 0.2453`
C 100 130 30 0.13 0.0090 0.1314
D 120 120 0 0.15 0.1500 0.1536
E 120 130 10 0.08 0.0329 0.1314
F 150 160 10 0.09 0.0370 0.0823
G 180 160 一20 0.06 0.3550 0.0823
H 200 250 50 0.04 0.0005 0.0202
合計 一 一 一 1 1 1
企業が複数存在する場合(並 行購買)あ 数値例として,表3の ような8業 者に対する事後調達比
率を推定 し,通 常の一因子情報路モデルの結果と比較する(分 析2)。
その際,提 案モデルは2時 点の調達問題を取 り扱った 「動的」なモデルであるため 「値上げ額」
(コス トアップ額)をx;(値 下げ ・コス トダウンの場合はx,〈0)と し,通 常モデルは1時 点の
「静的」なモデルであるため事後 コス ト・事後価格を特性値x,と して設定する。すなわち,提 案
モデルでは,新 たに入手 した,コ ス トアップ ・コス トダウン,値 上げ ・値下げに関する情報(事
後情報)の 変化を意思決定に活かそうとするのである。
分析1の 数値例による分析結果を表2に,ま た分析2の 数値例による分析結果を表3に,そ れ
ぞれ示す。分析1の 事後比率の推定値(表2)を 見ると,通 常モデルのcaseAで はイ ンハウス
ソー シングとアウ トソーシングの調達比率が等しいのに対して,提 案モデルではアウ トソーシン
グ比率の方が大きくなっている。 この結果は,事 後価格が等しいことにより通常モデルでは事後
比率 も等 しくなるのに対 して,値 上げ額(こ の場合は値下げ額)を 考慮 した提案モデルでは,値
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下げが行われたアウトソーシングの方が大きい比率となることを示 している。また,caseB～E
では,通 常モデルよりも提案モデルにおける事後比率の差異が大きくなっており,価 格(コ ス ト)
の変化がより大きく反映されることがわかる。そういった意味で,2時 点の価格(コ ス ト)変 化
に焦点を当てた本研究の提案モデルの特徴が端的に表れている。
一方で,平 均値上げ(値 下げ)額Lの 結果を見 ると,caseA～Dで は提案モデルの方が小さ
い値 となっているのに対 して,caseEで は通常モデルの方が小 さ'い値 となっている。caseA～D
は,提 案モデルが2時 点の価格変化に焦点を当てたモデルであることか ら考えて当然の結果であ
るが,caseEに おいてそれが逆転 したのは提案モデルの仮説②,す なわちこれまでの実績や評
価にできるだけ沿った調達を行いたいという企業の保守性が結果に反映されたためであろう。提
案モデルは,平 均値上げ(値 下げ)額 のみならず,獲 得情報量(乖 離度)を 考慮 しているため,
事前調達比率の高い方向に結果が引き寄せ られているのである。これ らは,.企業の調達ポ リシニ
によっても異なることであるが,概 ね,多 くの複雑な要因に支配される現実が本研究の提案モデ
ルに反映されることを示す結果であろう。
次に,分 析2の 結果(表3)を 見ると,最 も値上げ額の小さい(最 も値下げ額の大きい)業 者
Gの 事後比率が,提 案モデルにおいて35.5%と 大きい値 となっているのに対 して,通 常モデルで
は8.2%と 小さい値とな っていることがわかる。逆に,比 較的値上げ額が大きく事後価格が小さ
い銘柄Aの 事後比率が,提 案モデルにおいて小さくなっている。 これ らの結果は,事 前価格か
ら事後価格への変化(値 上げ ・値下げ)に 注 目した本研究の提案モデルの特徴を端的に表わして
いる。 ここで注意すべきことは,提 案モデルにおいて銘柄Bの 事後確率が銘柄Gよ りも大きく
なっていることである。このことか らもわかるように,提 案モデルは,そ の解が特性値の変化の
みに依存するわけではな く,事 前価格の大きさ自体(こ れまでの実績や評価にできるだけ沿った
調達を行いたいという企業の保守性)を 考慮 したモデルであり,そ の意味で現実に即 したモデル
であるといえよう。
7.「 調 達 行動 の エ ン トロ ピー ・モデ ル」 にお ける エ ン トロ ピー の位 置 づ け
こ こでは,本 研 究 にお いて紹介 ・提案 して きた一連 の 「調達行動のエ ン トロ ピー ・モデル」 の
特徴 を把握 し易 い ものにす るた めに,筆 者 の先行研究[32]を 基 に 「自由勝手 な選択(調 達)行
動」 と 「解 の導 出過程」の両面か ら 「エ ン トロピーの位 置づ け」 につ いて検討 してい くことにす
る。 これによ り,多 くの複雑な要因 に支配 される企業 の調 達行動を 「エ ン トロ ピー」 によ って捉
えるアブ 白一チの利点が浮上 して くるのではないか と思われ る。
ここまで述べてきた一連のモデルは,現 実の複雑で偶然 的なインハ ウス ソーシング とアウ トソー
シングの選択 問題 に対 して,エ ン トロ ピ「の側面 か らア プロー チ しょうとす るモデル(エ ン トロ
ピー ・モ デル)と して位置 づけ られ る。 これ らのモ デルにお いて共通 した考 え方 は,「 企業 の調
達行動 は,そ の対象 とな る原材料 ・部品 や機械 ・設備 ・システ ムの満足感 を大 き くしたい,あ る
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い は不 満を小 さ くした いとい う欲 望に よって規制を受 けつつ,結 局 は自由な選択行動 への回帰の
た めにエ ン トロ ピー増大 の方向 に流 され る」[33]と いう ところにあ り,こ れ を経 営科学 的に表
現す るな らば,あ る制約条件 の もとでエ ン トロピーを最 大化す るような行動 をとる とい うことに
な る[13]。
これ らのモデル は,イ ンハ ウス ソー シングとアウ トソー シングの選択 に影響 を及 ぼす無数 の要
因(因 子)の 中か ら,分 析の主眼 とな る一 つの因子(利 益率 あ るいはコス ト・価格 の変化)の み
に注 目 したモデルであ る。 それ故,エ ン トロピー ・モデルの分類でいえば 「一 因子情報路 モデル」
お よび 「逆一 因子情報 路モデル」 なのであ る。一般 に一 因子 情報 路モ デルや逆一因子情報路 モデ
ル にお いて,こ の ような 「一 つの 因子 に注 目した意思決定」 は,前 述 の仮説① によって記述 され
てい る。 したが って,筆 者 に よる一連 の 「調達行動 のエ ン トロピー ・モデル」 は,仮 説① に従 っ
た意思決定 を 「合理 的な意思 決定」 と して捉 えるこ とになる。
しか し,仮 説① のみでは,現 実 のバ ラツキを持 った,企 業 の 自由勝 手な選択行動 を模写す る こ
とはで きない。 そ こで,現 実 との乖離 を埋 めるため に,仮 説② を設定 してい るので ある。仮説②
は,自 由勝手 な選択(調 達)行 動 という意味 か ら 「エ ン トロピー」 に より定式 化 されて いる。 こ
の点にお いて,仮 説② が 「調 達行動のエ ン トロピー ・モデル」 の特徴 を端 的に表 して いるとい う
こ とにな る。 したが って,仮 説① で注 目 した一 因子 に対 して,エ ン トロピー とい うもう一つ の指
標 を対立 させ たモデル と して位置 づ け られ る。
例 え ば,KotabeとMol[2],[3]の指摘 するROVAの 曲線 は,図2の よ うに,ア ウ トソーシ
ング比率 とROEの リニ アな関係 に,エ ン トロピーの左右対称 な曲線 を ミックスす る ことによ り
近似 され る。 これは,4節 と5節(通 常の一因子情報路 モデル と逆一 因子情報路 モデル)の 仮説
② が 「最 大エ ン トロピー原理」 に依拠 した アプロー チで あることに起 因す るものセあ る。
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図2ROEの 直 線 とROVAの 曲 線[3]
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一方,本 研究で提案 した 「獲得情報量を用いた調達行動の一因子情報路モデル」は,前 述のよ
うに 「最小エ ントロピー原理」[31]に 立脚 しており,「最大エ ントロピー原理」に依拠 した通常
の一因子情報路モデルや逆一因子情報路モデル とは,こ の点においてやや性格を異にしている。
もちろん,本 研究の提案モデルにおいて も,基 本的には 「獲得情報量」という,広 い意味でのエ
ントロピー指標により,多 くの複雑な要因に支配される企業の調達行動を簡潔な形式で捉えてい
るのであるが,そ れは仮説①のコス トダウン・値下げのみでは捉えきれない,多 くの複雑な要因
による企業の保守性を表すものである。 これまでの実績や評価にできるだけ沿った選択,す なわ
ち従来の調達 との乖離が小 さい選択を行おうとする企業の調達行動を記述 しているのである。こ
うした点が,通 常の一因子情報路モデルや逆一因子情報路モデル との対比において,2時 点の調
達問題を 「動的」に取 り扱 った本研究の提案モデルの特徴であろう。
ここで,仮 説②の 「自由勝手な選択行動」 と 「これまでの実績や評価 にできるだけ沿った選択
行動」を,「 エ ントロピー」の観点か らもう少 し掘 り下げて考えてみると,注 目した一因子(例
えば,ROEの 逆数やコス ト・価格)以 外のさまざまな要因が選択行動に対 して及ぼす影響が,
エ ントロピー(本 研究の提案モデルでは獲得情報量)と いうただ一つの指標 によって記述されて
いることがわかる。分析対象となる調達行動が,本 当に一つの因子のみによって決定されるとす
れば,仮 説①のみで十分であるが,実 際にはさまざまな要因の複雑な影響を受けて,エ ントロピー
増大の方向へ と流されていると考えるのである。それは,一 因子のみで表しきれない他のさまざ
まな因子(要 因)の 影響を 「一まとめ」にしてエ ントロピーにより記述 しているという見方を意
味する。
ただ し,本 研究で述べた一連の 「調達行動のエ ントロピー ・モデル」が注 目した一因子(仮 説 』
①)は,(1)式 か らもわか るように,一 つの因子とい うよりも多 くの因子(要 素)の 合成として
位置づけられるべきものである。 この点で,上 記のモデルは一般的な一因子情報路モデルや逆一
因子情報路モデルとは若干その性格を異にしている。そのため,こ れらの多 くの因子(要 素)が
複雑 に絡み合って,個 々の要素に関するコス トや利益率の比較の積み上げからみた調達比率に対
して 「ずれ」を生 じることは前述の通 りである。これは,「調達行動のエントロピ「 ・モデル」
で考慮 しなかった因子のみならず,考 慮 した一因子を構成する多 くの要素の間での交互作用につ
いても 「一まとめ」にして,仮 説②のエントロピーや獲得情報量が吸収 していることを意味する。
したがって,本 研究で述べた 「調達行動のエントロピー ・モデル」においてエントロピー(獲
得情報量)の 果たす役割は,一 般的なエ ントロピー ・モデルにおけるそれよりもさらに大 きいも
のとなる。その意味か ら,「調達行動のエ ントロピー ・モデル」は,一 般的な一因子情報路モデ
ルや逆一因子情報路モデルに対して,モ デルの中で考慮 しなかった無数の因子の影響のみならず,
考慮 した一因子それ自身の持つ複雑な構造の影響をもエン トロピー ・獲得情報量の中に組み込ん
だモデルとして位置づけられよう。
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お わ り に
本研究 では,近 年の アウ トソー シングや戦略的ア ウ トソー シングに対す る関心の高 ま りをふま
え,KotabeとMol[2],[3],[8],[24],および筆者[4]一[6],[30]の 先行研 究を基 に 「イ ン
ハ ウス ソー シ ングとア ウ トソ」シ ングの選択問題」 に関す る一連 の 「エ ン トロ ピー ・モデル」 を
紹介 した。 その上 で,筆 者[7]の 「獲 得情報量 を用 いた一因子情 報路 モデル」 を企業 の調達行
動の問題領 域 に適用 し,新 た に 「獲得情報 量を用いた調 達行動の一因子情報路 モデル」 を提案 し
た。 これ によ り,「 静 的」 なモ デルであ った 「調達 行動 のエ ン トロ ピー ・モデル」 を,2期 間 も
しくは2時 点(例 えば,コ ス トア ップ ・コス トダウ ンや値上 げ ・値下 げの前後)に おける調達比
率 の変 化 に焦点 を当てた 「動 的」 な モデルへ と拡張 す るこ とを可能 に した。 また,獲 得情報量
(乖 離度,KL情 報量)を モデル に組 み込む こ とで,こ れ までの実績 や評価 にで き るだ け沿 った
調達を行 いたい という企業の保守性をモデルに反映 させ るこ とを試みた結果,実 証分析 において,
提案 モデルは通常 モデル に比較 して
① 価格(コ ス ト)の 変化 が調達比率 に,よ り大 き く反映 され る
② これ まで の実績 や評価 にでき るだけ沿 った調 達を行いたい とい う企業の保守性 が調達比率
に反 映 され る
ことを確認 す ることが され,一 応 の成 果が得 られた。
さ らに,本 研究で紹介 ・提案 した一連 のエ ン トロピー ・モデル にお けるエ ン トロ ピーの位置 づ
けとその果たす役割の検討 を通 して,注 目 した一因子(例 えば,利 益率や コス ト・価格)以 外 の
さまざまな要因が選択行動 に対 して及 ぼす影響を,エ ン トロピー(本 研究の提案 モデルでは獲得
情報量)と い う一つの指標の みで記述 して いること,お よび上記のモ デルで考慮 しなか った要 因
のみ な らず,考 慮 した一 因子 を構成 す る多 くの要素 の間での交互作用 につ いて も 「一 まとめ」 に
して,仮 説② のエ ン トロ ピーや獲得情報量が吸収 していることを指摘 した。 こうした議論 の中で,
企業外部者 のみ な らず企業 内部者 に とって さえ も把 握が困難な,イ ンハ ウスソー シング とプウ ト
ソー シングの選択比率を,エ ン トロピー によ り大局 的 に捉え るという新た なアプローチの可能性
を示唆 した。
本研 究の提案 モデル と考察 が,企 業 にお ける経営 資源の調達戦略の問題 に対 して,一 つの新 た
な アプ ロー チの方 向性 を与 え るもの とな ることを期 待 して いる。
(本研究は,文 部科学省 学術フロンティア 「先端的グローバル ・ビジネスとITマ ネジメント」の研究
活動の一環として行われたものである)
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